

















キ ー ワ ー ド ジ ェ ンダ ー 、 女性 労 働 、 女 性 福 祉 政 策 、類 型 化 、 韓 国
はじめに
韓国において、女性の生活の質を高めることは社会的責任であるという認識に基づいて、女













る。実際、最初に女性福祉の意味 として使われた行政上の用語は 「婦人(婦 女)福 祉」であっ
た。「婦人」 という用語が女性に対 して否定的なイメージを強化 し、女性の地位 を卑下させる女
性性を基盤 としていたので、そのような 「婦人福祉政策」は、当然、消極的意味の残余的政策
の性格を色濃 くおびていたのである。
女性政策の主要対象をどのように規定するのか ということは女性政策の発展程度 と深 く関わ
っている。従って、本研究は、 このような視点か ら、韓国の女性福祉政策が主な対象 としてい






る 「女性発展基本法」、女性労働に関する 「男女雇用平等法」、女性の貧困支援のための 「母子
福祉法」である。




1991年 には 「乳幼児保育法」が制定され、働 く女性の育児問題に対する社会制度的な支援が
スター トした。1994年 には 「性暴力犯罪の処罰及び被害者保護等に関する法律」が制定され女
性 を性暴力か ら保護するための方策が強化された。そして、1995年 には女性政策の基本法であ
る 「女性発展基本法」が制定され、国家及び地方自治体に女性政策基本計画の樹立 と施行が義
務付けられるようになった。続いて、1997年 には 「家庭暴力防止法」が制定され、1999年 には
「男女差別禁止法」が制定される等、多 くの領域で、女性の保護、女性の社会参加 を促進する法
律が整備 されるようになった。
女性福祉政策の発展 には、その時期の国際的環境、国内の政治 ・経済 ・社会の構造 と状況、
女性の役割 と能力に対する社会認識、男女平等の実現のための女性運動などが主要な影響 を与
えるが、韓国の場合、そのもっとも主要な背景としては女性保護に関する国際的動 きと強力な




国連は、1975年 を 「世界女性年」 と定めて、国家が女性問題に関心 を持って社会の中で存在




機構の設置を勧奨 し、1995年 の第4次 「北京世界女性大会」の行動綱領(TheGlobalPlatform
forAction)(2)は 各国の政府に性主流化(Gendermainstreaming)の 理念をそれぞれの政策 ・プ
ログラムに盛 り込むように要求した。
そのような動 きの背景 には、女性問題の世界的普遍性があった。国家 によってその程度の差
はあ りうるけれども、女性が男性と比べて、社会の中で多 くの不利益 と不平等を経験 していた
ということはほぼ普遍的にみ られる現象であった。国家の立法 と政治、政策の決定に影響を与
える人々の多数が男性 によって占められている社会構造の中で、女性 をただ家事労働者 として
みなす性別役割分業の意識、女性を 「性的対象化」 とする歪曲された性文化の存在のため、女
性の社会参加 と就業の機会が制限され、様hの 差別 と暴力に苦 しまれていること、そ して、女
性が貧困層の大半 を占めるという状況は、ある程度世界各国の共通の現実になっていたのであ
る。こういう現実について、世界のほとん どの国が加入 した国連とILO(世 界労働機構)が 、
人権の普遍性を強調 しなが ら各国家に基本的人権と男女平等の具体的な実践戦略を提示 し、そ
の履行を促すようになったのである。
そのような国際的動向の影響を受けることにおいては韓国も例外ではなかった。韓国は1984年 、
国連の 「女性差別撤廃協定」に批准することによって協定国としての義務 を履行 しなければなら
なくなった。女性業務の専門担当機構の設置、「男女雇用平等法」等のような女性の権益保護の
ための法律の制定、既存の制度の中に性差別的な規定の改正などの措置をとってきたのである。
また、1995年 の 「北京世界女性大会」において187ヶ 国が参加 して採択された 「北京女性宣
言」 と 「行動綱領」は、各国の政府において男女平等の実現の基本方向と戦略を提示 し、それ
に関する履行状況を国連に報告し、審議を受けることが義務づけられるようになった。特に、
この 「行動綱領」は女性の暴力問題に関 して 「女性暴力撤廃宣言(DeclarationonViolence






















定 と改正である。「男女雇用平等法」は1987年 制定 されたが、女性労働者の実質的平等及び地









ってその性格はかな り違 う。だ とえば、西欧の福祉 国家において女性 を 「労働者」 として規定
して 「労働権」を強調する場合 と、女性 を 「家族世話役」 として規定して 「母性権」を強調す
る場合において、その政策はそれぞれ違う形態で現れた。(3)母性権を強調 した ドイッは、「強い
男性扶養者モデル(strongmalebreadwinner)」 に基づいて確固な児童手当制度及び主婦年金制






いるのかということを検討 したい。それのため、今 までの女性福祉政策の変化 ・発展過程を女
性の権利概念を中心で解釈 し、次のように三つの類型に分けて分析の枠組みでとりあげようと
する。それは、特別な恩恵に基づいて選別的福祉の受給者であ り権利が付与されない 「保護対
象者」、母性の機能を強調 し母性役割の遂行可否によって権利が付与 される 「家族世話役」、そ
して社会全体 に関する女性の積極的権利を認め、支持する 「社会参加の主体」である。
1.1類 型:「 保護対象者」
韓国において女性福祉の始まりは、1945年 解放以降、米軍政によった 「婦女(婦 人)局 」の
設置後の戦争未亡人の救護事業か らである。この際、行政が使用 した女性福祉用語は 「婦女
(婦人)福 祉」であった。以後、 この用語は60-70年 代の未婚母、低所得母子家庭、家出女性、
淪落女性などいわゆる 「要保護女性」を対象 とする政策にも続けて使用されてきた。
婦女福祉が意味する 「婦女(婦 人)」とは、女性は結婚 して婦女になることだけがノーマルな価
値という家父長的イデオロギーに基づいて、女性を独立的な存在で認めることではなく、男性を
根幹にして存在する周辺人という観点を内包 している。また、婦女福祉が主な対象 とする 「要保
護女性」とは、そのようなノーマルな価値から外れて逸脱的な問題を起こす女性を意味し、その









である 「男性稼得者モデル」を取 り上げてきた。とりわけ、このような傾向は韓国社会に広 く
認識されている 「家族イデオロギー」 という理念のため、 さらに強調された。「家族イデオロギ





とを意味 し、従って女性の経済活動参加への低下 と働 き続けることにも障害になっているので
ある。 また、この規定は、政策の内容において母性の機能を強調する傾向を見せ、女性個人に
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うことを認める規定である。 また、女性福祉の対象を取 り上げることにおいても、今 までは要
保護女性、母性機能を遂行する女性など 「一部の女性」を対象としたことに反して、「一般 のす




ンダー視点が統合されるべ きことを意味する"ジ ェンダー視点の主流化"と 、そして社会のすべて















類 型 1類 型:保 護 対象者 II型:家 族世話役 皿類型:社 会参加の主体
政 策 対 象 問題 ある一部の女性 家族ケア担当者 一般のすべ ての女性






権 利 概 念 特 別な保護 、恩恵 母性権強調 人権、労働権強調
ジェ ンダーモ デ ル 強い男性稼 ぎ手モデル 弱い男性稼 ぎ手モデル
福 祉 政 策 婦女福祉政策 性別分業政策 性主流化政策
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一た とえば、政治領域一への積極的参加の拡大を強調 し、女性 を社会全般における 「社会参加
の主体」 としてみる観点を採択している。
この観点は同法のいろんな所で探 して見ることができ、第6条 の暫定的優待措置(Affirmative
Action)も そうである。これは"女 性の参加が著しく低い分野に限 り、女性の参加を促進する
「暫定的女性優待政策」を実施できる"と いうことを内容 としている。この条項の意味は、民主
的で平等な社会と国家の発展をなすためには男女の対等な参加 を保障 しなければならないとい
う意識 に基づいて、①女性はその適性 と能力によって男性 と同等に社会のすべての分野に参加
する権利を持つこと、②女性は歴史的かつ社会構造的に差別を被 りつつ、ただ男女に同一な機
会 と条件 を提供する措置だけでは効果的な結果に至 らないこと、従ってより実質的な措置が必
要 ということを前提にする。スウェーデンは1991年 に制定された 「男女平等法」を通 じて、デ
ンマークは 「男女平等待遇に関する法律」を通 じて同一な措置を置いていた。この条項(暫 定
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的優待措置)と 皿類型(社 会参加の主体)と の関連性は女性問題の原因を社会的差別構造に置
いていることである。女性が持ている基本的能力はこのような社会構造の下では発揮できない
























てきた女性政策を、 この条項 を通じてすべての女性のための福祉 と権利向上のため努力 しなけ
ればならない国家の義務 を具体的に実現 しようとすることである。つ まり、低所得母子家庭、
性売買女性、家出女性のような要保護女性のみ対象とする従来の残余主義的な婦女福祉であっ






内 容 類 型 ジ ェ ン ダ ー 規 定




男性 と同等 な人権 と潜在力を持 ち、家庭 と社





発展可能性 を持つ社会の主体 として、性 差別
的 な社会環境 の積極的改善を通 じて支え















準法」に基づいて男女労働に関した平等を明視 していったが、実際の労働現場か ら生 じる性差
別問題においては実質的な政策効果を得ることが容易ではなかった。
1987年 、憲法の平等理念によって雇用において男女の平等な機会と待遇を保障するかたわら、
母性を保護 し、職業能力を開発 して女性労働者の地位向上 と福祉増進に寄与するのを目的とす
る 「男女雇用平等法」が制定された。
「男女雇用平等法」におけるジェンダー規定は、皿類型を目指すが、1、II類 型が混在 され
ている。この法は、女性労働者に対する観点を 「勤労基準法」で現れる 「保護」(10)から 「平等」
へ論議を拡張させ、女性を社会発展の全過程に参加が可能である 「社会参加の主体」 として認
識すると同時に労働者 としての女性の独立性を認定 しているという側面で、皿類型を目指すと











法にも新たな形態で依然 として残っていた。上記の第2条 の 「出産と育児の役割」という項 目
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いる低所得母子家庭 を対象 とし、その生活安定 と福祉 を増進するため1989年 に制定 された。
「母子福祉法」は、「女性」 より 「母」に注 目している法であり、その理由は、一番 目に、今ま
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で家庭の稼ぎ手であった男性の"い きなりの消失"の ことが発生 したら家庭は経済的な苦 しみ
に直面する場合が多いこと。二番目に、上記のような状況が起こったら、母が家庭の稼 ぎ手 と
しての役割をしなければならないし、 とくに18歳 未満の子供がいる場合は、養育の負担が大 き
いこと。三番 目に、 このような経済的な養育負担が母性の身体的かつ精神的健康を脅威 して結
果的に母性 と家族の福祉 を阻害する可能性が高いこと(12)である。「母子福祉法」は、今 までの







って 「児童養育者」 としての貧困防止を支える法 ということができる。
つまり、母子福祉法において、女性は"児 童養育 を担当する母"と 規定 され、女性福祉 を子
供の有無や年齢や扶養能力に繋げて、女性は母性の役割を遂行することに限って保護の受ける
権利を認められる 「一次的児童養育者」、すなわち、II類 型として規定されてきたことである。





2002年 、母子福祉法は、父子家庭の増大によって法的支援が要求されて 「母 ・父子福祉法」




内 容 類 型 ジ ェ ン ダ ー 規 定










名 称 変 更
(母 ・父子福祉法)






論争 と関心の中で4回 もその改正作業が出来上がった。この法は皿類型(社 会参加の主体)を
目標 として制定 されたが、多 くの条項が1類 型(保 護対象者)を 維持 していた。つまり、"女性
に対する特別な保護 と心づかい"を 通 じて平等の理念を実現 しようとする傾向を見せたことで
ある。第1次 改正で 「同一労働 ・同一賃金」条項の新設、第2次 改正で、育児休暇の対象を男
性にも拡大することによってII類 型(家 族世話役)の 脱皮を意図し、第3、4次 改正では、差
別の概念をさらに拡大 し、この差別の条項が男女勤労者共に適用 させることによって完全な皿
類型を目指 している。











要約すると、韓国の女性福祉政策は、1類 型(保 護対象者)とII型(家 族世話役)の 形態
から次第に皿類型(社 会参加の主体)へ 移動 してい くことである。国家政策の理念が何を目標












(1)Non-GovernmentOrganization、 韓国 にお いては、非営利民 間団体 を意味 して、ここでは民 間女性運
動 団体 を意味す る
(2)1995年 、北京 で世界第4次 女性大 会が行 い、北京行動綱領 を採択 、12個 の重点推進分野 を採択 しそれ
は女性 と貧困、女性 の教 育 と訓練、女性 と健康、女性 に対す る暴力、女性 と武力紛 争、女性 と経 済、
権力 及び意思決定 と女性 、制 度的装置、女性 と人権、女性 とメディァ、女性 と環境 、女児 である。
(3)キ ムヘ キ ョン、家族政策 とジェンダー観点の結合のための研究 、2003、 韓 国女性 開発 院
(4)テ レシャ ・クルビク(TeresaKulawik)他 、 福祉 国家 と女性政策、2000、
(5)セ インズベ リはジェ ンダー関係の特質 に依拠 して、男性 稼得者(malebreadwinner)モ デル、独 自
の ジェ ンダー役割(separategenderrole)、 各人稼得者=家 族 世話係(individualearner-carer)と い
う三つの ジェンダー ・ポ リシ体制 を析出 した(Sainsbury1999)。 そ して、各体制が 、①社 会的給 付
に対す る受給 資格 タイプ、②給付単 位の タイプ、③ ケアに対す る責任 のあ り方、④有給労働 に対 す
るア クセ スという重要 な点 に関 して独 自の パ ター ンを有 しているこ とを明 らかに した。(福祉 国家 と
ジェンダーポ リテ ィクス、深沢和子、2003)
(6)こ の概念 は、1995年 北京女性大会 でジェ ンダー と性主流化(GenderMainstreaming)と い う用語 を
公式的 に行動綱領 に採 択 した。性主流化(GenderMainstreaming)は"ジ ェンダーイシュを主に政
府 と公共機 関のすべての意思 決定 と政策実行 に考慮 すべ きこと"で 定義 された。(キ ム、 キ ョンヒ、
両性平等の実現のための性 主流化 、2003)
(7)女 性発展 基本法 によって政府 と地方 自治体 が参 加 し、推進す る女性 政策基本計画で ある。 第一次計
画 は国家 レベ ルとして は最初の女性政策総合計画であ り、政策決定過程(decisionmakinglevel)へ
の参加拡 大 を強調 していた。 第二次計画 は、政策 において両性平等 視点 を統合す る基準 としての機
能 を強調 してい る。(女性 白書、2002、 女性省)
(8)ジ ェンダー予算(GenderResponsiveBudget)は 、性主流化戦略の履行の一つの方法 であ り、道具で
あ る。 ジェンダー予算は、女性 のための分離予算の要求ではない、 また、女性特 化プログラムのため
の予算増額で もない。 ジェ ンダー予算 は、政府の歳入、歳出が男性 に比べて女性 に どう違 う影響 と結
果 を もた らすのか を分析 するのである。 これ は、予算 と公共政策が男女 に違 う影響を与 えるとい う事
実 を前提 し、それ を性平 等的に変 える措置であ る。 ジ土 ンダー予算 は2000年 現在、全世 界20ケ 国弱で
遂行 していて、OECD,UNIFEM,UNDPな どの国際機構 は2015年 まで、各国家が ジェ ンダー予算措置
をす るように呼 びかけている(UNIFEM,http:〃www.unifem.un。org)2003年 から 「韓国女性 団体連合」
及び 「韓 国女性の電話連合」が全国の会員 団体 と一緒に政府お よび地方 自治体の ジェンダー予算分析
事業 を行 って、そ の結果 を女性 部(省)の 方へ提案 し、女性部(省)が 肯定的に検討 している。
(9)キ ム、エ リン、女性発展基本法の内容 と課題、1996、 韓国女性開発院、p14
(10)1953年 制定 された勤労基準 法は、第5章 に女性勤労者 に対す る特別保護制度をおいている。
(11)韓 国の女性 政策、2002年 、韓国女性政 策研 究会 、p195
(12)リ ソ ヒ他、女性福祉 、2003、p83
(13)2002年 女性関連予算 は3,082億 ワォンであ り、 これは全体予算(105兆9千 億 ワォン)の0.29%で ある。
2002年 女性省の予算 は427億 ワォンで、女性 関連予算 の13.9%を 占めてい る。(女 性 白書、2002)
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